
令 和 年 月 日

会 員 加 入 申 込 書
泉大津商工会議所　御中

泉大津商工会議所の会員となることを承諾し、加入の申込を致します。

区 分 法　人　・　団　体　・　個　人 口 事業所No.

（ ）

http://

所 在 地

〒　　　－

（ふりがな） ＴＥＬ （ ）

会 社 名
㊞ ＦＡＸ

代 表 者 名 ㊞

生 年 月 日 大 ・ 昭 ・ 平 年 月 日 生 携 帯 番 号

本 社 所 在 地

〒　　　－

（ふりがな） 役 職 名

責 任 者 名 ㊞

生 年 月 日 大 ・ 昭 ・ 平 年 月 日 生 携 帯 番 号

Ｅ－ｍａｉｌ

（ふりがな） 役 職 名

Ｅ－ｍａｉｌ

業 種
創 業 年 月 日 年 月 日

法 人 組 織 替 年 月 日

ニュース掲載 掲載する　・　掲載しない
各種認証取得

資 格 等

取 扱 品
資 本 金 万円

社 員 数 （全 体） 名 （営業所） 名

取 引
金 融 機 関

銀行・金庫・協同組合　　　　　　　　支店 紹 介 者

銀行・金庫・協同組合　　　　　　　　支店

加 入 年 月 日 令和 年

□ 振 込

月 日

初 回 会 費
納 入 方 法

□ 集 金
（令和　　年　　月～令和　　年　　月分　　　　円）

情報利用目的
ご記入頂いた情報は、商取引の照会・斡旋等の商工会議所が行う実施・運営や商工会議所からの
各種連絡・情報提供のために利用する他、会員名簿に掲載して公開・頒布することがあります。

税 務 相 談 □ 経 営 相 談

□ 労働保険相談 □ 各種共済相談 □ そ の 他 （
入 会 理 由

□ 紹 介 □

会 費
納 入 方 法

□ 金融機関口座振替 （

【 整 理 欄 】

所 属 部 会
□ 寝 装 リ ビ ン グ □ 繊維ファッション

宣 誓

一． 泉大津商工会議所の目的に賛同し、入会を申込します。

二． 記載内容については、事実と相違なく、貴所の情報利用目的（上記）に同意します。

三． 現在又は将来にわたって暴力団等反社会的勢力に該当しないことを宣誓します。

令和　　年　　月　　日ＴＯＡＳ処理日

㊞

推 薦 者

□ 工 業 □ 建 設

□ 運 輸 倉 庫 □ 金 融 理 財 □ 一 般 商 業

（　　　　　　円）初回会費 □ 納入済 □ 請求済

専務理事 事務局長 部　　長 課　　長 課長代理 係　　長

銀行・信用金庫・協同組合

　　　　副会頭,　　　　　部会長

主　　任 部会担当 担当者

□ サ ー ビ ス 商 業

創 業 相 談 □ 金 融 相 談 □

）

支店 ）

□ 振 込



□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

①

②

③

◆

× ◆

◆

◆

３００

５００

希　望　す　る　支　援

項 目 具体的な内容（該当する□にチェックをしてください）

戦 略 ・ 経 営 者
自社の強み・弱みを知りたい 他企業との事業連携など新展開をしたい

経営理念に基づく戦略を策定したい （ ）

マ ー ケ テ ィ ン グ
顧客ニーズを把握したい 積極的な販売促進活動を行いたい

商品・サービスを見直したい （ ）

人 材 ・ 組 織
社員が定着する環境づくりをしたい 事業承継を検討したい

社員教育に取り組みたい （ ）

運 営 管 理
生産や販売などの行動計画を作成したい 事業所の整理整頓や在庫の把握をしたい

ＩＴによる業務効率化をしたい （ ）

泉　大　津　商　工　会　議　所
会　費　負　担　基　準　算　定　表

Ａ 会 費 （月額）

法人　＝　３，０００円（２口から） 個人　＝　１，８００円（２口から）

財 務 管 理
自社の財務状況を把握したい 収益構造を改善したい

資金繰りを改善したい （ ）

危機管理・知財・ＣＳＲ
法令遵守に取り組みたい 災害時の事業継続計画（ＢＣＰ）を作成したい

地域や環境への配慮に取り組みたい （ ）

製品・サービス等
の 特 徴

減 少 ・ 横 ば い ・ 増 加
利 益 の 状 況
（ ） 千 円

減 少 ・ 横 ば い ・ 増 加
売 上 の 状 況
（ ） 千 円

個人会費は 従業員割＋１口（平等割） ・・・・・ ２口以上

支店・出張所等は 原則として、支店等の資本金計算（下記）によって資本金額を算出

<法人１口あたり　１，５００円> <個人１口あたり　９００円>

Ｂ 持 口 数 の 算 出 方 法
法人会費は 資本金割＋従業員割 ・・・・・・・・ ２口以上

し、基準表にあてはめる。

（ 計 算 式 ）

支 店 等 の 資 本 金 ・・・・・ Ａ

Ａ’ Ｍ
＝ Ａ （支店等の資本金）

本 店 の 従 業 員 数 ・・・・・ Ｍ’

（１）資本金割による基準 （２）従業員割による基準

本 店 の 資 本 金 ・・・・・ Ａ’

Ｍ’ 支 店 等 の 従 業 員 数 ・・・・・ Ｍ

億　円以下 ８

資　本　金 口　数
◆　工業関係　◆ ◆　一般商業関係　◆

従業員数 口　数 従業員数 口　数

１億円以上３千万円毎に
２　口　増　加

１，０００人以上
１００人毎に２口増加

１００人以上
２０人毎に２口増加

５ 千万円以下 ５

７ 千万円以下 ６

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

３人以下
５人以下

１０人以下

２０人以下
３０人以下
４０人以下

５０人以下
６０人以下

７０人以下

８０人以下

９０人以下

１００人以下

１
２
３

４
５
６

７
８

９

１０

１１

１２

１ 千万円以下 ３

３ 千万円以下 ４

万円以下 １ ５人以下

１０人以下

３０人以下

５０人以下

７０人以下

１００人以下

３００人以下

５００人以下

７００人以下

１，０００人以下

万円以下 ２

１


